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上越市いじめ防止基本方針 【改正後】

はじめに

いじめは、いじめを受けた児童生徒の人権を著しく侵害し、その心身の健全な成長及び

人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険を生じさせ

る恐れがあります。いじめは、決して許される行為ではありません。

上越市では、児童生徒に差別や偏見をなくし、他を思いやる心を育成するために同和教
育を中核として人権教育を推進してきました。差別の現実に学び、差別を憎み、慣り、差

別を許さないことを自らの生き方として選択できる力の育成に努めています。
上越市では平成 7年に中学生がいじめを苦にした内容の選書を残して自らの命を絶つ
という店ましい出来事がありました。これを契機に、上越市では、子どもの命と人権を尊
重した学校づくりを最優先に掲げ、「学校訪間カウンセラー」「こどもほっとライン」を設

置するなどして、児章生徒や保護者からの相談を受ける環境を整えてきました。 ‐

そして、いじめ防止対策推進法 (平成 25年法律第 71号 以下「法」という。)第 12条
の規定及び国のいじめの防止等のための基本的な方針 (以下「国の基本方針」という。)に

基づき、いじめの防止等 kいじあの防止、いじめの早期発見及びいじめの対処をいう。以
下同じ。)のための対策を、総合的かつ効果的に推進するために、「上越市いじめ防止基本
方針」(以下「市の基本方針」という鳥)を平成 27年 3月 に策車しました。

なお、法の施行から3年が経過し、国は「いじめ防止等のための基本的な方針 (平成 29
年 3月 )Iを改章し、.「いじめの章大事能の調杏に閣するガイドライレ rttF''0生 R日 ヽ 1

を策定しました。また、県もそれに応じて、「新潟県いじめ防止基本方針 (平成 30年 2
月)」 を改定しました。これらの国や県の方針等を参酌するとともに、地域や学校の実情

に応じた内容に見直し、いじめ防止等のための対策を一層推進していくため、この度、「市

の基本方針」を改定することとしました。

いじめは「どの学校、どの学級、どの児童生徒にも起こり得る」問題であり、いじめに

悩む児童生徒を救うため、本基本方針に基づき、学校、家庭、地域、その他の関係者との

強い連携の下で「いじめを生まない、いじめを決して見逃さない、いじめを決して許さな

い」という意識を共有し、いじめの防止等に金力で取り組んでまいります。

なお、この基本方針は、国の基本方針が 3年の経過を目途として見直されることを踏ま

え、必要に応じて見直すものとします。

【上越市いじめ防止基本方針 (案)新旧対照表】

上越市いじめ防止基本方針 【改正前】

はじめに

いじめは、いじめを受けた児童生徒の人権を著しく侵害し、その心身の健全な成長及び

人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険を生じさせ

る恐れがあります。いじめは、決して許される行為ではありません。

上越立では、堰童生徒に差別や偏見をなくし、他を思いやる心を育成するために同和教

育を中核として人権教育を推進してきました。差別の現実に学び、差別をl曽み、憤り、差

別を許さないことを自らの生き方として選択できる力の育成に努めています。
上越市では平成 7年に中学生がいじめを苦にした内容の遺書を残して自らの命を絶つ
という痛ましい出来事がありました。これを契機に、上越市では、子どもの命と人権を尊
重し、た学校づくりを最優先に掲げ、「学校訪問カウンセラー」「こどもほっとライン」を設

置するなどして、児童生徒や保護者からの相談を受ける環境を整えてきました。
この度、上越市では、いじめ防止対策推進法 (平成 25年法律第 71号 以下「法」とい

う。)第 12条の規定及び国のいじめの防止等のための基本的な方針 (以下「国の基本方
針」という。)に基づき、いじめの防止等 (い じめの防止、いじめの早ダ司発見及びいじめ
の封処をいう。必下同じ。)のための対策を、総合的かつ効果的に推進するために、「上越
市いじめ防止基本方針」(以下「市の基本方針」という。)を策定しました。

いじめは「どの学校、どの学級、どの児童生徒にも起こり得る」問題であり、いじめに

悩む児童生徒を救うため、本基本方針に基づき、学校、家庭、地域、その他の関係者との

強い連携の下で「いじめを生まない、いじめを決して見逃さない、いじめを決して許さな

い」という意識を共有し、いじめの防止等に全力で取り組んでまいつます。

なお、この基本方針は、国の基本方針が 3年の経過を目途として見直されることを踏ま
え、必要に応じて見直すものとします。
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はじめに

第 1い じめの防止等の対策の基本的な方向
と いじめの防止等の対策に関する基本理念 ・・・・・・ ● ● ● 1

2 いじめの定義等 ・・・・・ ∫・・ 1

(1)い じめの定義
(2)‐市基本方針における学校の範囲等

1

ュ いじめ防止等に向けた基本的な考え方
(1)市として
(2)学校として  ヽ
(3)保護者として
(4)児童生徒として     '
(5)市民として

2

第 2 いじめ防止等のために上越市及び教育委員会が実施する施策

1 組織の設置 ・・・・ 5

(1)上越市いじめ問題対策連絡協議会の設置
(2)上越市いじめ防止対策等専門委員会の設置 (教育委員会に設置)
(3)上越市いじめ等に関する再調査委員会の設置 (市長部局に設置)

2 いじめの防止に向けた市及び教育委員会の施策
(1)豊かな心などを育む教育の推進
(2)社会性を育む生徒指導の推進
(3)教員の指導方向上のための支援
(4)い じめの早期発見、早理解決のための取組

6

はじめに

第 1彰 じゝめの防止等の対策の基本的な方向

1 いじめの防止等の対策に関する基本理念 1

2 いじめの定義等
(1)い じめの定義

● ● ●
1

(2)市基本方針における学校の範囲等

3 上越市のいじめの実態とその背景
(1)小学校高学年での激増
(2)中 1ギャップの存在

2

(3)月別の認知数で、最多発生は5月～6月 と10月 ～ 11月

(4)よ く見られるじゃれ合い等に紛れるいじめ

(5)いじめ認知めきっかけ
(6)教育的ニーズを要する児童生徒にかかるいじめの状況

4 いじめ防止等に向けた基本的な考え方 4

(1)市として
(2)学校として
(3)保護者として
(4)児童生徒として
(5)市民として 。(

5

・・・ 6

第 2 いじめ防止等のために上越市及び教育委員会が実施する施策

1 組織の設置 ・・・ 6

(1)

(2)

(3)

上越市いじめ問題対策連絡協議会の設置

上越市いじめ防止対策等専門委員会の設置 (教育委員会に設置)

上越市いじめ等に関する再調査委員会の設置 (市長部局に設置)

2 いじめの防止に向けた市及び教育委員会の施策・・・
(1)豊かな心などを育む教育の推進
(2)社会性を育む生徒指導の推進
(3)教員の指導力向上のための支援
(4)い じめの早期発見、早期解決のための取組

7
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(5)保護者、地域との連携に向けた支援
(6)学校関連携の充実に向けた支援
(7)相談に係る組織的運営・協働体侑llの構築
(8)「インターネットを通じて行われるいじめ」の防止等に向けた取組の推進

(9)解決が困難ないじめ問題への支援
(10)い じめを行つた児童生徒、いじめを受けた児童生徒への却応

(■)いじめ防止に対する学校評価への指導・助言
(12)い じめ防止に対する教員評価への指導 ,助言

第 3 いじめ防止等のために学校が実施すべき施策

1 学校いじめ防止基本方針の策定 ・・
(1)学校基本方針の内容
(2)学校基本方針の策定上の留意事項

2 いじめの防止等の対策のためう組織の設置
(1)学校いじめ対策組織として想定される役割
(2)学校いじめ対策組織の組織運営上の留意事項

3 学校におけるいじめ防止等に関する取組
(1)い じめの防止
(2)いじめの早期発見  .
(3)い じめへの対処
(4)家庭や地域、関係機関との連携
(5)関係機関との連携

9

10

第 4 重大事態への対処

1 学校及び教育委員会の調査
(1)重大事態
(2)学校による調査
(3)上越市いじめ防止等対策専門委員会による調査
(4)調査結果の提供
(5)重大事態への対処の留意事項

2 市長による再調査及び措置
(1)上越市いじめ問題再調査委員会が行う調査及び報告
(2)再調査の結果を踏まえた措置等

資料「上越市のいじめの実態とその背景」

。・・・・ 16

●●●●●19

(5)保護者、地域との連携に向けた支援
(6)学校関連携の充実に向けた支援

(7)相談に係る組織的運営・協働体制の構築
(8)「インターネットを通じて行われるいじめ」の防止等に向けた取組の推進

(9)解決が困難ないじめ問題への支援              
′

(10)い じめを行った児童生徒、いじめを受けた児童生徒への対応

(11)い じめ防止に対する学校評価への指導・助言

第3 いじめ防止等のために学校が実施すべき施策
1 学校いじめ防止基本方針の策定
(1)学校基本方針の内容
(2)学校基本方針の策定上の留意事項

9

9

2 いじめの防止等の対策のための組織の設置 。1

(1)い じめ等対策委員会として想定される役割
(2)いじめ等対策委員会の組織運営上の留意事項

3 学校におけるいじめ防止等に関する取組
(1)い じめの防止
(2)いじめの早期発見
(3)い じめへの対処
(4)家庭や地域、関係機関との連携
(5)関係機関との連携

第 4 重大事態への対処

1 学校及び教育委員会の調査 ・・・・・・・・ 。(

(1)重大事態
(2)学校による調査
(3)上越市いじめ防止等対策専門委員会による調査
(4)調査結果の提供
(5)重大事態への対処の留意事項   ｀

2 市長による再調査及び措置 ・・・・・・・・・・・・・・・
(1)上越市いじめ問題再調査委員会が行う調査及び報告
(2)再調査の結果を踏まえた措置等

10

・・・ 12
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*い じめの定義に基

づいた表記とした

Ω

*い じめとして確定

iノ て いた い状況

Ω

第 1 いじめの防止等の対策の基本的な方向
1 いじめの防止等の対策に関する基本理念        、
いじめ防止等のための対策は、まず、全ての児童生徒が安心して学校生活を送るこ

とができるよう、ぃじめを許さない意識の醸成や互いに尊重し合う人間関係の構築な

ど、学校の内外を問わず、いじめを未然防止することを旨として実施します。

次に、
｀
いじめを認知した場合は、いじめを受けた児童生徒の生命・心身を保護する

ことが最優先であるという認識を共有し、市、学校、家庭、地域、関係機関等が連携

していじめ問題の克服に取り組みます。

4́旦⊇≧伍2と児童生徒の指導については、いじめは相手の人格を傷つけ、生命を
も脅かす行為であることを理解させ、自らの責任を十分自覚させるとともに、当該児

童生徒が抱える問題などにも目を向け、健全な人格の発達に配慮します。

さらに、,いじめを認識しながらそれを助長したり傍観したりする児童生徒に対して

も、それが間接的にいじめに加担する行為であることを自党させ、いじめは許されな

い行為であり、見逃してはいけないことを十分理解できるようにします。

2 いじめの定義等
(1)い じめの定義
いじめの定義は、法第 2条において次のように規定されています。

いじめとは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等

と一定の人的関係※1にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響
X2を与える行為 (イ

ンターネットを通じて行われるものを含む。)であって、当該行為の対象になった児童等が

心身の苦痛を感じているものをいう。

_この定義を踏まえた上で、個々の行為が「いじめ」に当たるか否かについては、表

面的、形式的ではなく、いじめを戸稟・けたとされる児童生徒の立場に立って判断します。

また、いじめには多くの態様
※3がぁることから、いじめに該当するか否かを判断する

に当たり、「Jぷ身の苦痛を感じているもの」との要件を限定的に解釈することがない

よう努めます。

※1 「一定の人的関係」とは、学校あ内外を聞わず、同じ学校・学級や部活動の児童生徒や,塾やスポーックラ
ブ等当該児童生徒が関わっている仲間や集国 (グルーフうなど、当該児童生徒と何らかの人的関係を指しま

す。

※2 「物理的な影響」とは、身体的な影響のほか、金品をたかられたり、隠されたり、朔になことを無理矢理させ
られたりすることなどを意味します。  、

※3 具体的ないじめの態様の例
・冷やかしやからかい、悪日や脅し文旬、嫌なことを言われる

。仲間はずれ、集団による無視をされる

・軽くぶつかられたりヽ 遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする

第 1 いじめの防止等の対策の基本的な方向

1 いじめの防止等の対策に関する基本理念
いじめ防止等のための対策は、まず、全ての児童生徒が安心して学校生活を送るこ

とができるよう、いじめを許さない意識の醸成や互いに尊重し合う人間関係の構築な

ど、学校の内外を問わず、いじめを未然防止することを旨として実施します。

次に、いじめを認知した場合は、いじめを受けた児童生徒の生命・心身を保護する

ことが最優先であるという認識を共有して市、学校、家庭、地域、関係機関等が連携

していじめ問題の克服に取り組みます。

いじめた児童生徒の指導については、いじめは相手の人格を傷つけ、生命をも脅か

す行為であることを理解させ、自らの黄任を十分自覚させるとともに、当該児童生徒

が抱える問題などにも目を向け、健全な人格の寿達に配慮します。

さらに、いじめを認識しながらそれを助長したり傍観したりする児童生徒に対して

も、それが間接的にいじめに加担する行為であることを自党させ、いじめは許されな

い行為であり、見逃してはいけないことを十分理解できるようにします。

2 いじめの定義等
(1)い じめの定義 _
いじめの定義は、法第 2条において次のように規定されています。

いじめとは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等

と一定の人的関係
Xlに ある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響※2を与える行為 (イ

ンターネットを通じて行われるものを含む。)であって、当該行為の対象になった児童等が

心身の苦痛を感じているものをいう。                      ´

この定義を踏まえた上で、個々の行為が「いじめ」に当たるか否かについては、表

面的、形式的ではなく、いじめを受けた児童生徒の立場に立って判断しますぢまた、

いじめには多くの態様
X3がぁることから、いじめに該当するか否かを判断するに当

たり、「′い身の苦痛を感じているもの」との要件を限定的に解釈することがないよう

努めます。

※1 「一定の人的関係」とは、学校の内外を問わず、同じ学校・学級や郡活動の児童生徒や、塾やスポーツク
ラブ等当該児童生徒が関わつている仲間や集団 (グループlなど、当該児童生徒と何らかの人的関係を指し

ます。                       ・

※2 「物理的な影響」とは、身体的な影響のほか、金品をたかられたり、隠されたり、朔になことを無理矢理さ
せられたりすることなどを意味します。

※3-具体的ないじめの触様の例
・冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、朝になことを言われる

。仲間はずれ、集回による無視をされる

。軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする
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・ひどくぶつかられたり、・叩かれたり、蹴られたりする

・金品をたかられる

・金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする

・朔になことや恥ずかしいこと、危険なことたされたり,させられたりする

・パソコンや携帯電話等で、pF謗中傷や嫌なことをされる 等
(※ 1～※8は、国の基本方針による)

(2)市基本方針における学校の範囲等
法第 2条第 2項において、「この法律において「学校」とは、学校教育法 (昭和 22

年法律第 26号 )第 1条に規定する小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特

別支援学校 (幼稚部を除く。)をいう。」とされており、本基本方針における「学校」

については、上越市立学校条例 (昭和 46年 4月 29日 条例第 29号)に規定する学校

とします。

また、本基本方針における「児童生徒」については、上越市車学校に在籍する児童

又は生徒とし、「保護者」とは「児童工徒」の親権を行う者 (親権を行う者のないとき

は未成年後見人)をいいます。

・ひどくぶつかられたり、叩かれたり、陀しられたりする

。金品をたかられる

・金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする

。現になことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする

。パソコンや携符電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる 等
(※ 1～※3は、国の基本方針による)

(2)市基本方針における学校の範囲等
法第 2条第 2項において、「この法律において「学校」とは、学校教育法 (昭和 22

年法律第 26号 )第 1条に規定する小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特

別支援学校 (幼稚部を除く。)をいう。」とされており、本基本方針にお_ける「学校」

については、工越市立学校条例 (昭和 46年 4月 29日条例第 29号)に規定する学校

とします。

また、本基本方針における「児童生徒Jについては、上越市立学校に在籍する児童

又は生徒とし、「保護者」とは「児童生徒」の親権を行う者 (線権を行う者の4い とき

は未成年後見人)をいいます。

3 上越市のいじめの実態とその背景
平成 22年から平成 25年までの上越市のいじめの実態から、その特徴を考察しまし

た。

(1)小学校高学年での激増
i  小学校におけるいじめの 1認知件数 (4年間の平均)は、次のとおりです。

認知件数は、小学校 5年生で倍増しています。この背景には、思春期特有の心身の

不安定さに加えて、学習内容が難しくなることや高学年としての責任を果たさなけれ

ばならないこと等をストレスと感じ、そのはけ口としていじめを行うことがあると考

えられます。

自尊感情を育てるために、高学年としての活躍を期待することは悪いことではあり

ませんが、児童を前面に出しながらも教員がその脇に寄り添い、丁寧に指導、評価し

て成就感を味わわせることが望まれます。

(2)中 1ギャップの存在
中学校におけるいじめの学年別発生件数 (4年間の平均)は、次のとおりです。

3年生

13.5件

2年生

20.3件

1年生

86.0件

学年

件数

中学 1年生の認知件数は、6年生の 2倍弱となっており、小中 9年間で最大の件数

です。この背景にはヾいわゆる中 1ギャップ
X4の
存在があると考えられます。1年生

は、中学校に入り、授業や部活動等で学校生活が大きく変わります。学校によっては、

小規模の小学校から大規模の中学校に入学するなど、出身小学校の異なる生徒ととも

6年生

19,5件

5年生

24.8件

4年生

H.0件

3年生

7.3件

2年生

4.5件

1年生

7.5件

学年

件数
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に学校生活を送る学校もあります。

小学校の段階で、中学校に適応できる力を意図的、計画的に身に付けさせることが

望まれます。また、中学校では、小学校の児童の様子を観察したり、教員同士で情報

交換したりしながら、具体的にどのような体制で受け入れるか、検討したり、工夫し

たりすることが望まれます。小中の9年間を見通した教育の取組が重要になってきます。

※4 新潟県教育委員会では、中学校 1年生でいじめや不登校が急増するという現象画のギャップと、中学校に進

学した子どもたちが感じる学襟制度や教職員の指導等のギャップという2面を合わせて「中 1ギャップ」と定

義しています。

(3)月別の認知数で、最多発生は5月 ～ 6月 と10月～ 11月
小中学校のいじめの月毎の発生件数 (4年間の平均)は、次のとおりです。

件数

12.8件

6.3件

月

2月

3月

件数

17.3件

11.5件

7.5件

月

H月

12月

1月

件数

138件

13.8件

17.5件

月

7月

9月

10月

件数

10.5件

17.8件

15.0件

月

4月

5月

6月

・どの月でもいじめは認知されており、大きな偏りはありませんが、5月 ～6月 と 10

月～H月 の時期にやや多く認知されています。

、あ、6月 に多く謬知されている背景としては、その時デ翻は、新たな環境に適応してい

く4月 を経て、徐々に友だちができ、児童生徒一人
二人の性格が表出し、集団の中で

の自分の立ち位置を模索し合う時期であることが考えられます。このような時期に

は、児童生徒の観察を複数の日で行うとともに、各種アンケートなど児童生徒から情

報を収集して、話を聞いたり相談に乗つたりすることが必要です。

10月 、11月 については、多くの学年、学校行事が行われる時期であることが挙げ

られます。遠足や野外活動、文化祭、合唱祭などて友人と協力して課題を解決する機

会が多くありますが、その際、規範意識や人間関係をつくo力、友人と協力して取り

組もうとする態度などの社会性が身に付いていない児童生徒は、自分が仲間から当て

にされていないと感じて投げやりな態度になったり、他を攻撃したりして、トラブル

を起こすことがあります。・

教職員は児童生徒の白治的、自浄的能力の育成を区りながらも、集団における一人

一人の様子を観察し、行事の意義を確認させるとともに、児童生徒それぞれに声を

かけて励ますことが必要です。

(4)よ く見られるじゃれ合い等に紛れるいじめ         、

小中学校における男女別いじめの態様において、「冷やかし、からかい、悪口等」

が最も多く4年間の平均で 84.0件 1次いで「嫌なこと、危険なこと等をされる」が

28.3件、「軽くぶつかられたり叩かれたりする」が 28.0件です。どれも、冗談の言

い合い、じやれ合いといじめの区別が難しく、やつている方も悪意のない場合もあり

ます。  
｀
ヽ

しかし́、いじめの定義から考えると、受け手がどのように思っているかが重要です。
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3 いじめ防止等に向Iすた基本的な考え方
いじめは、いじめを受けた児童生徒の人おgを侵害する行為であり、その防止に向け、

学校噂もとより、社会全体が使命感をもって取り組んでいかなければなりません。また、

いじめは、いつ、どこでも起こり得るものなので、早期発見に努め、認知した場合は深

刻化させないよう、迅速かつ適切に対応することが大切です。

(1)市として                         ‐

① 上越市は、子どもの心身のすこやかな感長を地域社会が支援し、もって子ども
が安心しヽ かつ、自信を持って生きることができる地域社会の実現に寄与するこ

とを目的に、平成 20年 3月 28日に「上越市子どもの権利に関する条例」を制定

教職員は、これらの態様のいじめが多いことを考慮し、いじめの芽を見逃さないよう、

叩かれたりからかわれたりする児童生徒をよく観察し、必ず個別に話を聞くことが大

切です。

(5)い じめ認知のきつかけ
いじめ認知のきっかけは、小学校では当該児童の保護者からの訴えが最も多く、4

年間の平均で 26.0件、次いで教員 (担任、他の教員等)の発見が 15。 8件、他の児童

からの情報が ■.3件、本人からの訴えが 10.8件となっています。

中学校では、
｀
本人からの訴えが最も多く 24.3件、次いで当該生徒の保護者からの

訴えが19,3体 教員の発見が 12.8件、他の生徒からの訴えが ■.5件となっています。

このことから、当市では、当該児童生徒やその保護者が積紅的に発信することで、

いじめの早期解決を図ろうとしていることがうかがえます。また、児童生徒や保護者

の訴えで挙がつてきたということは、教職員がいじめを認知する前に挙がってきたと

いうことであり、見過ごしたり深刻ではないと判断したりした件があつた可能性があ

ります。教職員はこのことを自覚し、いじめに対する感性を研ぎ澄ませ、意識して一

人一人の児童生徒の様子を観察し、各事案に丁寧に対応することが望まれます。

(6) 教育的二ニズを要する児童生徒にかかるいじめの状況
平成 26年 4月 ～6月 におけるいじめの報告において、特別な支援を要する児童生

徒がかかわつたいじめの件数は 20件で、全体の 41.7%に 相当します。また、加害者

となった場合、被害者となった場合はそれぞれ 10件 となっています。

事案の特徴として、被害の様態としては、からかい、暴力など他のいじめと際だっ

た違いはありません。ただ、人をじっと見つめる特性により悪口を言われるなど、学

´級の児童生徒が障害特性を十分理解していなヤヽことが原因で起こる事例もあります。

加害の様態については、相手の心情を考えずに、心ない暴言や悪日、仲間外じが多く

見られ、中には暴力をふ負う事例もありました。

共に良好な人間関係を築きながら充実した自分らしい生活を送るという共生の観

点から、教育的ニーズのある児童生徒の特性について学級の児童生徒に十分理解さ

せ、共に楽しく過ごせるよう指導することが大切です。

4 いじめ防止等に向けた基本的な考え方
いじめは、いじめを受けた児童生徒の人権を侵害する行為であり、その防止に向け、

学校はもとより、社会全体が使命感をもって取り組んでいかなければなりません。また、

いじめは、いつ、どこでも起こり得るものなので、早期発見に努め、認知した場合は深

刻化させないよう、迅速かつ適切に対応することが本切ですЬ

(1)市 として
① 上越市は、子どもの心身のすこやかな成長を地域社会が支援し、もって子ども
が安心し、かう、自信を持って生きることができる地域社会の実現に寄与するこ

とを目的に、平成 20年 3月 28日 に「上越市子どもの権利に関する条例」を制定
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*差‐テ _議 論 す る活

動等により、いじめ

を生まない土嬢をつ

くること (国 う́

*い じめを受けたと

される児童生徒の保

護者への説明等 O異 )

しました。さらに、「ひとにやさしい自立と共生のまち・上越」の実現に向けて、
‐向年 12月 18日 に「人権都市宣言」を行いました。これらの趣旨から、全市民が

幸せに生きる権利をもつていること、並びに人を思いやる心を持つこと、これら

両方の大切さを自覚できるよう、互いの命や人権を大切にする施策を実施します。

② 上越市いじめ防止基本方針を定め、これに基づき、いじめ防止等の必要な施策
を実施します。

③ 学校、保護者、地域の連携を強化し、地域青少年育成会議でぃじめの予防等に
努めます。  `
④ 重大事態発生時には、その解決に向け、発生したいじめについて調査を行う組
織を設置します。   ′

(2)学校として
① 学校運営協議会を活用しながら、全ての児童生徒が安心して生活し、金力で教
育活動に取り組むことができる学校づくりを目指します。

② 児童生徒が主体となって取り組む活動を支援し、いじめの問題を自分のことと
して提え、考え、議論することにより、自己有用感や規範意識などの社会性を育

み、いじめに正面から向き合い、いじめを生まない土壌をつくるようにします。

③ いじめは、どの学校にも、どの学級にも、どの児童生徒にも起こり得ることを
全教職員で強く意識し、教育活動を展開します。        

‐

④ 相談窓口を家庭や児童生徒に周知すると■もに、児童生徒に対して毎月のアン
ケートや個別の面談を実施するなど、児童生徒一人一人の妹況把握を丁寧に行い

ます。

⑤ いじめを認知した場合は、いじめられている児童生徒を守り抜くことを表明し、
校長めリーダーシップの下、関係機関等と連携して、早期解決に力を注ざます。

⑥ 学校がいじめの疑いを発見し、通報を受けた場合は、虐待の恐れ等特別な事情が
ない限り、いじめを受けたとされる児童生徒の保護者に、いじめの態様等を説明

し、見守りや支援を依頼する等、連携を図りますどまた、いじめを行ったとされる
IF菩 と 娃 IP T辛 、ゝし、1うめ券認表「 Iノカ時点で同ホ策の対応み行い業すぃつ ヤゝ

(3)保護者として
① 子の教育について第一義的責任を有する者として、子どもが安心レて生活でき
る家庭環境を整えます。さらに、基本的な生活習慣を身に付けさせるとともに自

立心を育成し、心身の調和のとれた発達を図るよう努めます。

② 保護者として、自分の子にいじめをしてはならないことを教えるとともに、規
範意識や他を思いやる心を育てます。

③ 子ども9様子の変化を察知できるよつ、日頃から子どもとの関わりを多くもつ
努力をします。また、子どものSNS等の使堀献況について把握したり、ネット
の利用について家庭でルールを決めたりするなど、道切な使い方について指導し

ます。

④ 自分の子が関係するいじめを発見したり、いじめがあると思われたりしたとき

しました。さらに、「ひとにやさしい自立と共生のまち。上越」の実現に向けて、

同年 12月 18日 に「人権都市宣言」を行いました。これらの趣旨から、全市民が

幸せに生きる権利をもっていること、並びに入を思いやる心を持つこと、これら

両方の大切さを自覚できるよう、互いの命や人権を大切にする施策を実施します。

② 上越市いじめ防止基本方針を定め、これに基づき、いじめ防止等の必要な施策
を実施します。

③ 学校、保護者、地域の連携を強化し、地域青少年育成会議でいじめの予防等に
努めます。

④ 重大事態発生時には、その解決に向け、発生したいじめについて調査を行う組
織を設置します。

(2)学校として
① 学校運営協議会を活用しながら、全ての児童生徒が安心して生活し、全力で教
育活動に取り組むことができる学校づくりを目指します。

②
｀
児童生徒が主体となって取り組む活動を支援し、自己有用感や規範意識などの

社会性を育みます。

③ いじめは、どの学校にも、どの学級にも、どの児童生徒にも起こり得ることを
全教職員で強く意識し、教育活動を展開します。

④ 相談窓口を家庭や児童生徒に周知するとともに、児童生徒に対して毎月のアン
ケートや個別の面談を実施するなど、児童生徒一人一人の状況把握を丁寧に行い

ます。

⑤ いじめを認知した場合は、いじめられている児童生徒を守り抜くことを表明し、
校長のリーダーシップの下、関係機関等と連携して、早期解決に力を注ぎます。

(3)保護者とじて
① 子の教育について第一義的責任を有する者として、子どもが安心して生活でき
る家庭環境を整えます。さらに、基本的な生活習慣を身に付けさせるとともに自

立心を育成し、心身の調和のとれた発達を図るよう努めます。

② 保護者として、自分の子にいじめをしてはならないことを教えるとともに、規
範意識や他を思いやる心を育てます。

⑥ 子どもの様子の変化を察知できるよう、日頃から子ども■の関わりを多くもつ

努力をします。また、子どものSNS等の使用状況について把握したり、ネット
の利用について家庭で,レールを決めたりするなど、適切な使い方について指導し

ます。

④ 自分の子が関係するいじめを発見し`たり、いじめがあると思われたりしたとき

8



は、まず保護者自身が相談に乗るとともに、速やかに学校、関係機関等に相談又

は通報し、連携して早期解決を図ります。

(4)児童生徒として
① まず、いじめは絶対に許されない人権侵害であることを学び、自ら他人に対し
ていじめを絶対しないようにします。

② 自分を大切にするとともに、他者に対しても思いやりをもった言動をとります。
自分がいじめられた場合だけでなく、他のいじめを発見したときは、決して見て

見ぬふりをせず(すヾに親や教員に相談します。

③ 学校の諸活動だけでなく、地域における活動に積極的に参加し、同世代の仲間
だけでなく異年齢の児童生徒や大人と交流し、社会性を身に付けます。

(5)市民として
①  「地域の子どもは地域で育てる」の考えの下、子どもが健やかに成長すること
を願い、あいさつ運動、ポランティア活動、絆を深める活動準を通して、進んで

児童生徒との関係をうくります。

② いじめを発見したり、いじめがあると思われたりしたときは、速やかに市、学
校又は関係機関に通報します。

第2 いじめ防止等のために上越市及び教育委員会が実施する施策
1 組織の設置
(1)上越市いじめ問題対策連絡協議会の設置
法第 14条第 1項の規定に基づく組織として、市は上越市いじめ問題対策連絡協口義

会 (以下「連絡協議会」という。)を設置します。

連絡協議会は、いじめの隣止等に関係する機関及び団体の連携を円滑に進めるた

め、新鴻地方法務局、新潟県上越児童相談所、上越警察署、上麓市民生委員児童委員

協口議会連合会、上越市小。中学校長会、上粧市教育委員会、その他の関係団体など必

要と認められる機関及び団体等の代表・担当者で構成し、人に掲げる役割を担います。

① いじめ防止等に向けた関係機関等の取組状況についての情報夫有
② いじめ防止等に向けた関係機関等の対策についての協議
③ いじめ防止等に関する関係機関等相互の連絡調整     ′

④ 関係機関等の相談窓口等の周知 等

(2)上越市いじめ防止対策等専門委員袋の設置 (教育委員会に設置)
法第 14条第 3項及び第 28条第 1項の規定に基づく組織として、市教育委員会は上

越市いじめ防止対策等専門委員会 (以下「専 F写委員会」という。)を設置します。

専F月委員会は、公平性・中立性を確保するたゆ、弁護士、精神保健に関し学識経験

は、まず保護者自身が相談に乗るとともに、速やかに学校、関係機関等に相談又

は通報し、連携して早期解決を図ります。

(4)児童生徒として
① まず、いじめは絶対に許されない人権侵害であることを学び、自ら他人に対し
ていじめを絶対しないようにします。

② 自分を大切にするとともに、他者に対しても思いやりをもった言動をとります。
自分がいじめられた場合だけでなく、他のいじめを発見したときは、決して見て

見ぬふりをせず、すぐに親や教員に相談します。

③ 学校の諸活動だけでなく、地域における活動に積極的に参加し、同世代の仲間
だけでなく異年齢の児童生徒や大人と交流し、社会性を身に付けます。

(5)市民として
①  「地域の子どもは地域で育てる」の考えの下、子どもが健やかに成長すること
を願いこあいさつ運動、ボランティア活動、絆を深める活動等を通して、進んで

児童生徒との関係をつくります。

② いじめを発見したり、いじめがあると思われたりしたときは、速やかに市、学
校又は関係機関に通報します。

第 2 いじめ防止等のために上越市及び教育委員会が実施する施策 ―

1 組織の設置
(1)上越市いじめ問題対策連絡協議会の設置
法第 14条第 1項の規定に基づく組織として、市は上越市いじめ問題対策連絡協議

会 (以下「連絡協議会」という。)を設置します。

連絡協
‐
議会は、いじめの防止等に関係する機関及び団体の連携を円滑に進めるた

め、新潟`地方法務局、新潟県上越児童相談所、上越警察署、上越市民生委員児童委員

協議会連合会、上越市本。中学校長会、上越市教育委員会その他の関係団体など必要

と認められる機関及び団体等の代表・担当者で構成し、次に掲げる役割を担います。

① いじめ防止等に向けた関係機関等の取組状況についての情報共有
② いじめ防止等に中けた関係機関等の対策についての協議     ″    _
③ いじめ防止等に関する関係機関等相互の連絡調整
④ 関係機関等の相談窓口等の周知 等

(2)上越市いじめ防止対策等専門委員会の設置 (教育委員会に設置)
法第 14条第 3項及び第 28条第 1項の規定に基づく組織として、市教育委員会は上

越市いじめ防止対策等専門委員会 (以下「専門委員会」という。)を設置します。

専門委員会は、公平性・中立性を確保するため、弁護士、精神保健に関し学識経験
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*着 身、議 論 す ると峯

の活動支援 (国 )

*権数回のいじぬ間

題に関する校内研

修の実施 (国 )

を有する医師、学識経験者、その他教育委員会が必要と認める第二者で構成し、次

掲げる役割を担います。

① 教育委員会の諮問に応じ、いじめ防止等のための対策について専門的知見から調
査研究し、及び審議すること

② 学校における重人事態 (後述)に係る事実関係を明確にするための調査

(3)上越市いじめ問題再調査委員会の設置 (市長部局に設置)
法第 30条第 2項及び第 31条第 2項の規定に基づく組織として、市は上越市いじめ

問題再訓査委員会 (以下「再調査委員会」という。)を設置します。

再調査委員会は、公平性・中立性を確保するため、弁護士、精神保健に関し学識経

験を有する医師、学識経験者、その他教育委員会が必要と認める第二者で構成し、法

第 30条第 2項及び第 31条第 2項の調査を行います。

2 いじめ防止に向けた市及び教育委員会の施表
(1)豊かな心を育む教育の推進
① 命を大切にする心や他人を思いやる心等、児童生徒のュ壼かな人間性の育成を図る
とともに、互いの大切さを認め合う態度や行動力を育てる人権教育、同和教育を充

実するよう、学校訪問等で指導します。

②  児童生徒が自主的にいじめの問題について考え、議論すること等のいじめの防
止に資する活動に対する支援を行います。

(2)社会性を育む生徒指導の推進
① 好ましい人間関係をつくる能力や他者と協力しながら問題解決を図る意欲・態度
などの社会性を育むよう(関わり合って学ぶ授業づくり、児童生徒が主体となっ

て取り組む「いじめ見逃しゼロスクール集会」、異学年・異年齢集団による活動等

を、学校訪問等で指導します。

(3)教員の指導力向上のための支援
① 学級会や学年活動、児童会活動、生徒会活動等による児童生徒の自主的、自治的
な特別活動の推進に向けて、教員の指導力の向上を図るために、研修会等の充実

を図ります。                            ヽ

② 児童生徒の悩みを察知し、解消に向けて適切に対応するととこに、心のケアにつ
いても対応できるよう、児童生徒理解を始め、カウンセリング等の研修の充実を

図ります。

③ 全ての教職員の共通理解を図るため、年に複数回、いじめの問題に関する校内研
修を実施するよう指導します。                      ヽ|

を有する医師、学識経験者、その他教育委員会が必要と認める第二者で構成し、次に

掲げる役割を担います。

① 教育委員会の諮間に応じ、いじめ防止等のための対策について専門的知見から調
査研究し、及び審議すること

② 学校における重大事態 (後述)に係る事実関係を明確にするための調査

(3)上越市いじめ問題再調査委員会の設置 (市長部局に設置)
法第 30条第 2項及び第 31条第 2環の規定に基づく組織として、市は上越市いじめ

問題再調査委員会 (以下「再調査委員会」という。)を設置します。      ヽ

再調査委員会は、公平性・中立性を確保するため、弁護士、精神保健に関し学識経

験を有する医師、学識経験者、その他教育委員会が必要と認める第二者で構成し、法

第 30条第 2項及び第 31条第 2項の調査を行います。

2 いじめ防止に向けた市及び教育委員会の施策    ‐

(1)豊かな心を育む教育の推準
① 命々大切にする心や他人を思いやる心舎、児童生徒の豊かな人甲性の育成を図ゃ
とともに、互いの大切さを認め合う態度や行動力を育てる人権教育、同和教育を充

実するよう、学校訪問等で指導します。

(2)社会性を育む生徒指導の推進
①. ましい本間関係をつくる能力や他者と協力しながら問題解決を図る意欲・態度
などの社会性を育ざようて関わり合って学ぶ授業づくり、児童生徒が主体となっ

、 て取り組む「いじめ見逃しゼロスクール集会」、異学年・異年齢集団による活動
等を、学校訪間等で指導します。

(3)教員の指導力向上のための支援   ~
① 学級会や学年活動、児童会活動、生徒会活動等による児童生徒の自主的、自治的
な特別活動の推進に向けて、教員の指導力の向上を図るために、研修会等の充実

を図ります。

② 児童生徒の悩みを察知し、解消に向けて適切に対応するとともに、心のケアにつ
いても対応できるよう、児童生徒理解を始め、カウンセリング等の研修の充実を

図ります。      ‐
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*」 AST等 相談組
織、相談方法等 の

*国や県の相談窓口

の周知(国)

*ア ンケ=卜等に、

イ レ″―ス 、ット r

周知 (国 )

(4)い じめの早期発見、早期解決のための取組

① 毎月学校から報告されるいじめの実態について、個々の状況を把握し、早期解決
に向けて指導、助言を行います。

② 教育相談、各種学校生活アンケートなど、児童生徒の悩みや変化を素早く察知す
るシステムを構築するよう、学校に働きかけます。         ～
③ いじめの早期発見及び児童生徒の心の安定を図るために、学校訪間カウンセラー
の派遣や子どもほっとラインなどの相談窓口を充実します。

(5)保護者、地域との連携に向けた支援
① 学校運営協議会でいじめ対策について協議し、必要に応じて地域青少年育成会議
等の関係機関と連携していじめの未然防止や早期解決に努めるよう指導します.

(6)学校間違携の充実に向けた支援
① 学校間において、いじめなど生徒指導上の問題についての情報を整理し、連携の
充実が図られるよう支援します。

(7)相談に係る組織的運営・協働体制の構築
① いじめなど生徒指導上の問題を効果的に解決できるよう、スクールソーシャルワ
‐カエ (SSW)や相談員等ど構成員とし、教育委員会内に置く「JASTゆ」を
窓口とし、すこやかなくらし色括支援センター

※6、 スク_ルカウンセラー等の組織

を効果自9に活用できる体制を整備します。また、児童生徒、教職員、保護者等から

活用されるように、それぞれの組織や相談方法等を積極的に周知しますと

※5 」ASTとは「上越あんしんサポートテーム」のことで、学校だけでは解決が困難なケースに対し、学校が

主体となって早期解決でき々よう支援を行うチームのことです。学校教育
f課の指導主事、教育センタ▼のS

SWや相談員等で構成しています
`

※6 すこやかなくらし包括支援センターとは、平成 24年 _4月 に「すこやかなくらし包括支援室」として健康福祉

部に設置され、平成 29年 4月 より現名称となり、社会福祉士、臨床心理士、保育土、指導主事といつた多様な

専門〕賊が協力し、複合的な課題を抱える家族を包括的に支援しています。           ~

② 「24時間子どもSOSダイヤル」「新潟県いじめ相談電話」「新潟県いじめ相談メ
―ル |「いじめ対策ポータ 1等、名オ業テミ相談窓日の同知徹底を図ります。

(8)「インタrネウトを通じて行われるいじめJの防止等に向けた取組の推進

① 児童生徒の発達段階に応じて教科、特別活動、総合的な学習の時間等を活用して
行う情報モラル教育の充実及びトラプルが発生した場合の対処を迅速、確実に行う

ための研修会を実施します。

② 児童生徒及び保護者が、インターネットを通じて行われるいじめを防止し、効果
的に対処することができるょぅ、ィンターネットの不適切な使用による危険性など

について啓発します。

(4)い じめの早期発見、早期解決のための取組

① 毎月学校から報告されるいじめの実態について、個々の状況を把握し、早ダ翻解決
に向けて指導、

'プ

」言を行います。

② 教育相談、各種学校生活アンケートなど、児童生徒の悩みや変化を素早く察知す
るシステムを構築するよう、学校に働きかけます。

③ いじめの早ダ翻発見及び児童生徒の心め安定を図るために、学校訪間カウンセラー
の派遣や子どもはっとラインなどの相談窓口を充実します。

(5)保護者、地域との連携に向けた支援
① 学校運営協議会でいじめ対策について協議し、必要に応じて地域青少年育成会議
等の関係機関と連携していじめの未然防止や早ダ翻解決に努めるよう指導します。

(6)学校間違携の充実に向けた支援
① 学校間において、いじめなど生徒指導上の問題についての情報を整理し、連携の
充実が図られるよう支援します。

(7)相談に係る組織的運営・協働体制の構築

① いじめなど生徒指導との問題を効果的に解決できるよう、スクー)レソーシャルワ
ーカー (SSW)や相談員等を構成員とし、教育委員会内に置く「́JAST※ 5」 を
窓口とし、すこやかなくらし支援室

※6、 スク_ルカウンセラー等の組織を効果的に

活用できる体制を整備します。

※5 」ASTとは「上越あんしんサポートテーム」のことで、学校だけでは解決が困夢となケースに対し、学校が

主体となって早期解決できるよう支援を行うテー本のことです。学校教育課の指導主事、教育センターのS

SWや相談員等で構成しています。

×6 すこやかなくらし支援室とは、平成 24年 4月 に健康箱祉部に設置し。社会福祉士、臨内い理士、保育と、

指導主事といった多様な専F日職が協力し、複合的な課題を抱える家族を包括的に支援しています。

(8)「インターネットを通じて行われるいじめ」の防止等に向けた取組の推進

① 児童生徒の発達段階に応じて教科、特別活動、総合的な学習の時間等を活用▼て
行う情報モラル教育の充実及びトラブルが発生した場合の対処を迅速、確実に行う

ための研修会を実施します。

② 児童生徒及び保護者が、インターネットを通じて行われるい。じめを隣止し、効果
的に対処することができるよう、インターネットの不適切な使用による危険性など

について啓発します。
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の トラブルやいじ

めに対する項目の
‐
設定

*い じめを行った児

童生徒、いじめを

受けた児童生徒へ

の対応 (国 )

*いじめ防止に対す

る学校評価への指

連・ 助 言 (団Ⅲ

*い じめ防 卜に対す

る教員評価への指

導・助言(国 )

③ 児童・生徒アンケートや教育相談の内容に、インターネット上でのトラブルやい
じめに関する項目を設定し、インターネット上のいじめに対して未然防止、早期発

見、早期対応ができるように、各学校に指導・助言を行います。

④ インターネット上で、児童生徒のいじめにつながる恐れあある書き込みが認めら
れた場合は、ネットパトロールの協力をFて、関係の学校に情報提供するとともに、
指導、ユカ言を行います。

(9)解決が困難ないじめ問題に対する支援             :
,① 解決が困難なヤヽじめ事案には、指導主事等を派遣するなどの支援を行い、調査を
したり解消策を検討したりします。

② いじめを受けた児童生徒を含む全ての児童生徒が安心して教育を受けられるよ
う、ケース会議で支援策を検討し、カウンセラーを学校へ派遣したり、いじめを行

つた児童生徒を適応相談室※
7で学習させたりするなど、必要な措置を講じます。

※7 適応相談室とは、教育委員会内にあり、数室に入りづらい、或いlまイ也の児童生徒の学習する権利を侵客す

る恐れがある児童生徒に対して、」ASTのスタッフが中心となって一定期間対応し、児童生徒が安定した

状態で学校復l吊できるよう指導支援を行う部屋です。

(10)い じめを行った児童生徒、いじめを受けた児童生徒への対応

① いじめを行った児童生徒に対して出席停止め措置を行った場合には、出席停止の
期間における学習への支援など教育上必要な措置を講じるよう学校を指導し、当該

児童生徒の立ち直りを支援します。

② いじめを受けた児童生徒又はその保護者が希望する場合には、就学校の指定の変
更や区域外就学等の弾力的な対応を検討します。

`11'い
じめ防止に対する学校評価への指導・助言

① 学校いじめ防止基本方針に基づく取組の実施状況を学校評価の評価項目に位置
付け、学校評価が有効に機能するよう、各学校に対して必要な指導・

'力

言を行いま

す。

(1動 いじめ防止に対する教員評価への指導・助言

① 教職員の評価として、学校におけるいじめ防止対策等の取組状況を積極的に評価
するたう、客学糖に指連・ユカ言を行います。

ィそE,、 い じム ハ 者 4再F、も 寡 ハ 友 笠 ぉ A歩 垂 結 十 ス お 不 清 テぉど  日 と百 hゝ ス n IF警 ナヒ律 の 裡

解、未然防止や早期発見、いじめが発生した際の迅速で適切な対応、組紀モ的な取組

等を評価するよう、各学校に指導・ユプ」言を行います。

③ インターネット上で、児童生徒のいじめにつながる恐れのある書き込みが認めら
れた場合は、ネットパトロールの協力を得て、関係の学校に情報提供するとともに、

指導、助言を行います。

(9)解決が困難ないじめ問題に対する支援
① 解決が困難ないじめ事案には、指導主事等を派遣するなどの支援を行い、調査を
したり解消策を検討したりします。

② いじめを受けた児童生徒を含む全ての児童生徒が安心して教育を受けられるよ
う、ケース会議で支援策を検討 し、カウンセラーを学校へ派遣 した り、加害児童生

徒を適応相談室
※7で
学習させた りするなど、必要な措置を講 じます。

※7 題応相談室とは、教育委員会内にあり、教室に入りづらい、或いは他の児童生徒の学習する権利を侵害す

る恐れがある児童生徒に対して、」ASTのスタッフが中心となって一定期間対応し、児童生徒が安定した

状態で学校復帰できるよう指導支援を行う部屋です。
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*学校いじめ防止基

本方針策定の意義

(国 )

*年間を通した対策

の作成 (国 )

*指導内容のプログ

ラム化とPDCA
による評価改善

(国 )

*マニ ■7,レイI′ r回ヽ

*校内研修の年間計

画の策定(国〉

*い じめを行った呪

董生徒への対応方

針(国 )

*学校評価への位置

付け(国 )

第 3 いじめ防止等のために学校が実施すべき施策

1 学校いじめ防止基本方針の策定          ′―

学校は、法第 18条の規定に基づき、以下の内容等を踏まえて、いじめの防止等の対

策に

関する「学校いじめ防止基本方針」(以下「学校基本方針」という。)を定めるものとしま

す。

学校いじめ防止基本方針を定める意義は、次のとおりです。

・ 学校いじめ防止基本方針に基づく対応が徹底されることにより、教職員がいじめを

樋え込まず、かつ、学校のいじめへの対応が個々の教職員による対応ではなく組織と

して一言した対応になります。

・ いじめの発生時における学校の対応をあらかじめ示すことは、児童生徒及びその保
護者に対し、児童生徒が学校生活を送る上での安心感を与えるとともに、いじめの加

害行為のキnl上につながります

・ いじめを行った児童生徒の成長支援の観点を基本方針に位置付けることにより、い
じめを行つた児童生徒への支援を行うことができます。

(1)学校基本方針の内容
① いじめ防上のための取組、早期発見、いじめ事案への対処の在り方、教育相談体
制、生徒指導体制、校内研修の取組も含めた、年間を通じたいじめ対策組織の活動

を具体的に定めます。

② いじめに両かわない態度・能力の育成等いじめが起きにくい。いじめを許さない
環境づくりのために、学校基本方針が学校の実情に即して体系的・計画的に行われ、

的確に機能しているか等、その指導内蓉のプログラム化を図り、PDCAサ イクル
による評価を盛り込みます。

(2)学校基本方針の策定上の留意事項

∩ 7レケート、しゝ 1うあの涌報、情報共有すべき内容 ていつ、どこで、誰が、何を、

② いじめ対策組織の取組による未然防止、早期発見及び事案対処の行動計画となる
よう、事案対処に関する教職員の資質能力向上を図る校内研修の取組も含めた、年
間を通じた当該組織の活動が具体的に記載されるものとします。

が抱える問題を解決するための具体的な対応方針を定めます。

④ 学校いじめ防止基本方針に基づく取組の実施状況を学校評価の評価項目に位置
付けます。評価結果を踏まえ、学校におけるいじめの防止等のための取組の改善を

図ります。

第 3 いじめ防止等のために学校が実施すべき施策

1 学校いじめ防止基本方針の策定
学校は、法第 13条の規定に基づき、以下の内容等を踏まえて、いじめの防止等の対策

に関する「学校いじめ防止基本方針」(以下「学校基本方針」という。)を定めるものとし事

す。

(1)学校基本方針の内容
① いじめ防止のための取組、早期発見・即時対応の在り方、教育相談体制、生徒指
導体制、校内研修など、いじめ問題全般に係る内容を走めます。

② 学校基本方針が学校の実情に即して的確に機能しているか、PDCAサイクルに
よる評価を盛り込みます。

(2)学校基本方針の策定上の留意事項
① 学校基本方針を策定するに当たっては、検討する段階から学校運営協議会等の参
画を得て、家庭や地域と連携した学校基本方針となるよう努めます。

② 学校全体でいじめの防止等に取り組む観点力|ら、学校基本方針の策年に際し、
児童生徒の意見を取り入れる等、児童生徒の主体的かつ積極的な参加が確保でき

るよう留意します。                          ゛

③ 策定した学校基本方針は、児童生徒や保護者、地域住民に学校だより等で示し
ます。
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*昇直 モノヘの実陸・

地域・関係機関と

の連携(国う

*早期警昇,のための

具体的な内容の記

載(国 )

*い じめ防止基本方

針の児童生徒、保

護者、関係機関等

へ の 日 Π々ル訂 閉

*学構いじめ対策組

織の具体的な役割

*い じめの認定(回う

*対策組織の点検、

学校いじめ防止基

本 方缶 の 耳直 し

処

ω

廼

@ 学校基本方針の策定や見直しをするに当たっては、検討する段階から学校運営協
議会等の参画を得て、家庭、地域、関係機関等と連携した学校基本方針となるよつ
努めます。

@ 学校全体でいじめの防止等に取り組む観点から〔学校基本方針の策定に際し、
児童生徒の意見を取り入れる等、児童生徒の主体的かつ積極的な参加が確保でき

るよう留意します。

∩  ≧ 捧 L 1ヽあ睛 I卜革大 常斜 と7L子 しゝ 1】おお里菫日率 口のナ‐お F、 ア ンケー ト調杏

個人面談の実施や、それらの結果の検証及び組織的な対処方法について定めてお

きます。 i
③ 策定した学校いじめ防止基本方針については、ホームページ、学校だよりへの

掲載等などの方法により、児童生徒、保護者、地域住民が基本方針の内容を容易

に確認できるようにするとともに、入学時、各年度の開始時に児童生徒、保護

者、関係機関等に説明しますを

2 いじめの防止等の対策のための組織の設置
法第 22条の規定に基づき、'い じめの防止等に関する措置を組織的に行うため、当

該学校の複数の教職員
深8.学校訪問カウンセラー等、その他の関係者により構成され

る「学校いじめ対策組織」 (組織の名称は学校の判断による。)を置くものとします。

また、同委員会は、対応する事案の内容に応じて医師、心理や福祉の専門家、教員・

警察官経験者などの外部専門家等の参加・協力を得て、より実効的にいじめ問題の解

決 を図 るもの とします。

※8 「当該学校の複数の教職員」は、学校の管理職や主幹教諭、生徒指導担当教員、学年主任、養護教諭、学級

担任や都活動指導に関わる教勲員などから、学校の実情に応じて決定します。

(1)学校いじめ対策組織として想定される役割
@ いじめの解消に向けて、特定の教職員で問題を抱え込まず、学校が組織的に対
応するための中核となります。

② いじめ未然防止に向け、しゝ Iラおブ〕ゞt配斉にくい。いじめ菱許さない漿
'斎

づくりを

行うとともに、暴体的な年甲計画の作成
。実行・検証・修正の中核となります。

③ いじめの相談・通報の窓口となります。
④ 日頃から、児童生徒の問題行動等のいじめの疑いに関する情報を収集、記録し
共有します。
I日 峯 ′
「

′r手
^ Vゝ

!゛ ム ハ 蹴幸ュォ、I夕 閣 z Jlと と世おヾよ ぃ サ_H圭 I夕 l■ 感 色 △ 薪 差 田 腿 l 童 空

関係の把握といじめであるか否かの判断を行います。

⑥ 学校いじめ防止基本方針が当該学校の実情に即して適切に機能しているかにつ

(2)学校いじめ対策組織の組織運営上の留意事項

2 いじめの防止等の対策のための組織の設置
法第 22条の規定に基づき、いじめの防止等に関する措置を組織的に行うため、当

該学校の複数の教職員XB、 学校訪問カウンセラT等、その他の関係者により構成され

る「いじめ持対策委員会」 (組織の名称は学校の判断による。)を置くものとします。

また、同委員会は、封応する事案の内容に応じて医師、心理や福祉の専門家、教員
。

警察官経験者などの外部専門家等の参加・協力を得て、より実効的にいじめ問題の解

決を図るものとします。

※d 「当該学校の複数の教職員」は 学校の管翠取や主幹軟輸、生徒指導担当教員、学年主任、養護教諭、学

級担任や部活動指導に関わる敦職員などから、学校の実情に応じて決定します。

(1)い じめ等対策委員会として想定される役割
① いじめ未然防止に向け、具体的な年間計画の作成。実行・検証・修正の中核と
なります。

② いじめの解消に向けて、学校が組織的に対応するための中核となります。
③ いじめの相談。通報の窓口となります。
④ 日頃から、児童生徒の問題行動等のいじめの疑いに関する情報を収集、口己録し
共有します。

(2)いじめ等対策委員会の組織運営上の留意事項
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*学校いじめ対策組

織の認知て国)

*考え、議論する活

動(国)

*い じめをやめさせ

る行動をとる意思

の育成(国)

① 学校いじめ対策組織は、いじめの疑いに関する情報が校内で的確に共有でき、
共有された情報を基に、組織的に対応できる体制を整えます。

② 学校いじめ対策組織が、情報の収集と記録、情報共有を行うこ|ができるよう、
各教職貞は、ささいないじめの兆候や感念、児童生徒からの訴えを、抱え込まず

に全て主撞いじめ対策組織に報告・相談します。

③ 学校いじめ対策組織は、児童生徒及び保護者に対して、自らの存在及び活動が

を実施します。また、児童生徒が、学校いじめ対策組織を、いじめを受けた児童

生徒を徹底して守り通し、事案を迅速かつ適切に解決する相談・通報の窓口であ

ると認識できるようにします。さらに、いじめに姑する定ヌ翻的なアンケートを実

施する際に、学校いじめ対策組織の存在や活動内容等が具体的に把握されている

かどうか確認します。

3 学校におけるいじめ防止等に関する取組     _
学校はヽ 市教育委員会と連携して国の基本方針に添付された『学校における「いじめ

防止」「早期発見」「いじめに対する措置」のポイント』(】 ll添 2)などを参考にしなが

ら、以下め取組を行います。

(1)い じめの防止

未然防止の基本は、児童生徒が他者への思いやりや、心の通い合うコミュニケーシ

ョン能力を育むことです。さらに、信頼できる周囲の友人や教職員との関係の中で、

規律ある態度で授業や行事に主体的に参加、活躍できる授業づくりや集回づくりを行

っていくことです。

①  道徳教育、人権教育、同和教育などの教育活動を通して、いじめを生まない人
間関係や集団づくりを推進します。

② 他者との交流や関わり合いなどを通して、困難に対し他者と協力しながら問題経
決を図る意欲や態度など、児童生徒の社会

l性を育成します。       .
③ 「いじめ見逃しゼロスクール集会」等、児童生徒が主体的にいじめの問題につい
て考え、議論する活動を支援し、自治的な能力や自主的な態度の育成に努めます。

④ 児童生徒に対して、傍観者とならず、学校いじめ対策組織への報告をはじめとす
るいじめをやめさせるための行動をとる意思を育てます。

③ いじめ防止等の対策に係る教職員の資質向上のための研修を年複数回実施しま
す。

③ 発達障害等の特性に係る教職員の理解や専門性の向上を図ります。

(2)いじめの早期発見
ヤヽじめは大人の目に付きにくい時間や場所で行われたり、遊びやふざけあいを装っ

て行われたりするなど、大人が気付きにくく判断しにくい形で行われることがありま

① いじめ等対策委員会は、いじめの疑いに関する情報が校晦で的確に共有でき、
共有された情報を基に、組織的に対応できる体制を整えます。

② いじめ等対策委員会が、情報の収集と記録、情報共有を行うことができるよう、
各教職員は、ささいないじめの兆候や懸念、児童生徒からの訴えを、抱え込まず

に全て同委員会に報告・相談します。

3 学校におけるいじめ防止等に関する取組
学校は、市教育委員会と連携して国の基本方針に添付された『学校における

「いじめ

防止」「早ア翻発見」「いじめに対する措置」のポイント』0噂添 2)な どを参考にしなが

ら、以下の敗組を行います。

(1)い じめの防止

未パ防止の基本は、児童生徒が他者への思いやりや、心の通い合うコミュニケーシ

ョン能力を音むことです。さらに、信頼できる周囲の友人や教職員との関係の中で、

規律ある態度で授業や行事に主体的に参加、活躍できる授業づくりや集団づくりを行

,っていくことです。

① 道徳教育、人権教育、南和教育など、教育活動を通して,いじめを生事ない人間
関係や集回づくりを推進します。

② 他者との交流や関わり合いなどを通して、困莫|とに対し他者と協力しながら問題
解決を図る意欲や態度など、児童生徒の社会性を育成します。
イ
③ いじめゼロに向けた児童生徒の主体的な取組を推進します。
④ いじめ防止等の対策に係る教職員の資質向上のための研修を実施します。
⑤ 発達障害等の特性に係る教職員の理解や専門性の向上を図ります。

(2)い じめの早期発見   ‐

いじめは大人の目に付きにくい時間や場所で行われたり、遊びやふざけあいを装っ

て行われたりするなど、大人が気付きにくく判断しにくい形で行われることがありま
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*ぼ名に走るアンケ

― 卜等の実施

*い じめ認知後の担

任 の迅速 な対 応

凰

*い じめに係わる情

報の記録 (国 )

*用語の統一

*い じめが 「解消 し

てる」状態の条件

凰

す。教職員はこの認識をしうかりもち、ささいな兆候であっても、いじめではないか

との視点で対応に努めます。                       '
① 児童生徒の発するいじめのサインを昇逃さないために、ぃじめ発見のためのチェ
ラクリスト等を活用し、得られた情報を迅速に共有します。

② 毎月、学校の実態に応じたアンケート調査や教育相談等で児童生徒一人一人の声
を確実に聞き取り、いじめの実態把握・早期発見に努めます。
/へ  日ギカ ,, ■ zヤ ヽ′井   kハ ‐ 銑   占 残 率 が、▼ ヽフアr_k罰 ■  +HたこI→′力tIタ ト ス k同言スみ

口の設置など、児童生徒が本音で伝えやすい場を工夫します。

(4う 7シケート調杏や個人面談において、嘱董牛待が自らSOSを発信すること及び
いじめめ情報を教職員に報告することは、当該児童生徒にとつて多大な勇気を要す

るものであると認識し、報告を受けた教職員は迅速に対応します。

ィします。

③ 児童生徒や保護者に対して、いじめ相談体制を周知します。

(3)い じめへの対処             、

いじめを認知した場合には、特定の教職員で抱え込まず、速やかに学校いじめ対策

組織で組織的に対応します。学校は、市教育委員会に報告するとともに、事案の内容

によっては、児童相談所や警察等の関係機関とも連携の上、対処します。

① いじめを受けた児童生徒への対応及び支援
いじめを受けた児童生徒を守り通すという姿勢の下、保護者と連携の上で、以下

のような対応及び支援を講じます。            ´

ア いじめを受けた児童生徒の心的な状況等を十分理解し、いじめを受けた児童生徒
や情報提供した児童生徒を守り通すことや秘密を守ることを伝え、できる限り不安

を除去した上で、いじあの事実関係を複数の教職員で正確に聞き取ります。

イ いじめを受けた児童生徒にとつて信頼できる人物 (親しい友人や教職員、家族、
地域の人など)と連携しながら、いじめを受けた児童生徒に寄り添える体制を構築

し、状況に応じて心理や福祉の専門家、教員経験者、警察官経験者など外部専門家

の協力を得ながら支援します。

ウ いじめを受けた児童生徒が安心して学習その他の活動に取り紙むことができる
環境を整備し主す。

工 いじめを受けた児童生徒といじめを行った児童生徒の関係修復が図られるよう
に、教職員や保護者等で協力し、謝罪・和解の会を開きます。

オ いじめは単に謝罪をもって安易に解消することはできません。いじめが「解消し

状態であること、いじめを受けた児童生徒が心身の苦痛を感じていなことの2つの

要件が満たされている必要があります。                .
,゛ ム /ハ ウ置'をマAヾ番 キ ヤト担 ハ  r締 悩 ェ マ~i ス fヽl↑‐能 滸 卜部 チ お 口井 と,あ あゝゝ ム 汰ぜゝ

より長期の期間を設定します。

す。教職員はこの認識をしっかりもち、ささい な兆候であつても、いじめではないか

との視点で対応に努めます。

① 児童生徒の発するいじめのサインを見逃さないために、いじめ発見のためのチ
ェックリスト等を活用し、得られた情報を迅速に共有します。

② 毎月、学校の実態に応じたアンケート調査や教育相談等で児童生徒一人一人の
声を確実に聞き取り、いじめの実態把握 。早期発見に努めます。

③ いじめの疑いのある情報を教職員が把握した場合の報告ルートなど、組織的な
情報集約のための基本的なルールを策定します。

④ 児童生徒や保護者に対して、いじめ相談体制を周知します。

(3)い じめへの対処

いじめを認知した場合には、特定の教職員で抱え込まず、速やかにいじめ等対策委

員会で組織的に対応します。学校は、市教育委員会に報告するとともに、事案の内容

によっては、児童相談所や警察等の関係機関とも連携の上、対処しますげ

① 被害児童生徒への対応及び支援        ‐

被害児童生徒を守り通すという姿勢の下、保護者と連携の上で、以下のような対

応及び支援を講じます。                .
ア 被害児童生徒の心的な状況等を十分理解し、被害児童生徒や情報提供した児童生
徒を守り通すことや秘密を守ることを伝え、できる限り不安を除去した上で、いじ

1 めの事実関係を複数の教職員で正確に聞き取ります。
イ 被害児童生徒にとって信頼できる人物 (親しい友人や教I畿景、家族、地域の人な
ど)と連携しながら、被害児童生徒に寄り添える体制を構築し、状況に応じて心理

や福祉の専門家、教員経験者、警察官経験者など外部専門家の協力を得ながら支援

します。

ウ 被害児童生徒が安心して学習その他の活動に取り組むことができる環境を整備
します。

工 被害児童生徒と加害児童生徒9関係修復が図られるようぃ、教職員や保護者等で
協力し、謝罪・和解の会を開きます。

オ いじめが解決したと思われる場合でも、継続して見守り、十分な注意を払いなが
ら、折に触れ状況を保護者等に伝えるとともに、必要な支援を行います。
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*い じめが解消にい

たるまでのプラン

の策定(国)

*い じめの再許可能

性を踏まえること

ω

ヽいじめに対する柔

軟な対応(国 )

*用語の統一

じ

徹底的に守り通します。

ク 学校いじめ対策組織は、いじめが解消に至るまでいじめを受けた児童生徒の支援
を継統するために、支援内容、情報共有、教職員の役割分担を含む対処プランを策

ケ いじめが解決したと思われる場合でも、いじめが再発する可能性が十分にあり得
ることを踏まえ、継統して見守り、十分な注意を払いながら、折に触れ状況を保護

者等に伝えるとともに、必要な支援を行います。

コ ヤゝ ゝ

つ

ことができた場合など、 Iい じめ」という言葉を使わず指導するなど、柔軟な対応も

可能です。ただし、これらの場合であっても、法が定義するヤヽじめに該当するため、

学校いじめ対策組織に通知することは必要となります。

② いじめを行った児童生徒に対する措置

性送せ證琶誓議塩 らゞ、脇 置を講ぽ蜃曳

旨|して、家庭環境や障害特

ア
す鷲疑翌:軍赤徳璽威

'壇

E雛覇轡隆逐墾ず疑韻 ζ
｀

イ
が理櫂6蕗顎蹴霧ほ詈篭協i粛を1を解ξ4y二色短亀花爺総患銃璽

ゥ⊂ど室ご患じて心理や福祉の専F弓家、教員経験者、警察官など外部専F弓家の協力を

ェ

得

預しはと豫ζ迄猪基重挺房琴ヨ甲大し
三竜巻意しi心理的な孤立感・疎外感を与

③

え

役じ去只竃喜電堅雷R万雹誓貢岳
行います。

め塗ほ窯9糎写拒ぢ|｀ぎ慧ラ聾葦篭試覧肇き薪しポ旨歌 1餐霊黄綾蜜箸垣じ好

撃Bと鴛言朧 濯 催餘 絨ぜ紹
｀
ど憲雰II↓む訂

ァ
間
琴負尋憲詈亀鳥緊亘怠ヤ主i芝顧百豪啓λ曇量2阜t:逗綴F量級全員の問題とし

ィ
て
積     、Vゞ♂β雛写雪こ壱鑑ヤみ子摯処幹歳二巡 込
ことを指導します。

ウ いじめによつて、学級内の人間関係や雰囲気が悪くならないようにするため、い
じめのあった学級には多くの教員が関わり、児童生徒の声に耳を傾けるようにします。

② 加害児童生徒に対する措置
加害児童生徒に対しては、人格の成長を旨として、家庭環境や障害特性などに配

慮しながら、以下のような措置を講じます。

ア 加害児童生徒が、いじめは人格を傷つけ〔生命、身体又は財産を脅かす行為であ
ることを十分に理解し、自らの行為の責任を自党するよう指導します。

イ 関係保護者に迅速に連絡し、事実に対する理解や納得を得た上で、学校と保護者
が連携して以後の対応を適切に行えるよう協力を求めるとともに、継統的な助言を

行ヤヽます。                      ‐

ウ 必要に応じて心理や福祉の専門家、教員経験者、警察官など外部専門家の協力を
得て、いじめを止めさせ、再発を防止します。

工 加害児童生徒のプライバシーに留意し、心理的な孤立感・疎外感を与えないよう
教育的配慮の下、指導を行います。   ‐          , '

③ いじめがl邑きた集団への働きかけ
いじめの場面には被害者、加害者の他にいじめをはやしたてたり、おもしろがっ

て見たりしている「観衆」、見て見ぬふりをしている「傍観者」がいます。いじめを

「観衆」がおもしろがつたり、「傍観者」が黙認するといじめほ助長されます。児童

生徒が「観衆」や「傍観者」とならず、いじめ問題と真正面から向き合い、当事者

意識を高めることが重要です。

ア 「いじめを絶対許さない」という教員の姿勢を示し、学校、学級全員の問題とし
て取り組む雰囲気をつくり、いじめの解消に向けて主体的に取り組むよう指導します。

ィ いじめを黙認することは、いじめに加担することであり、許されないことである
ことそ指導します。

ウ いじめによって、学級内の人間関係や雰囲気が悪くならないようにするため、い
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*(5)と重なるので
「関係機 関 の連

雄 I歩 普‖陰 i>

*国のサイ ドライラ

等を基に、適切に

対応すること (国 )

工 いじめを受けた児童生徒やいじめを行った児童生徒の イバシーの保護から

も、騒ぎ立てることや話を不用意に広めることのないよう、節度ある行動をするよ

う指導します。

(4)家庭や地域との連携
① 家庭との連携
社会全体で児童生徒を見守り、健やかな成長を促すためには、学校関係者と地域、

家庭との連携が必要です。児童生徒の教育について第一義的責任を負うのは保護者

であり、いじめを許さないなどの規範意識を養うための指導をより適切に行うため

には、家庭との連携強化が重要です。               、

ア 学校基本方針などについて、学校だよりなどで説明し、いじめ問題解決の重要性
の認識を広めると共に、家庭と緊密に連携します。

イ PTAと の共催により、いじめの理解や携帯電話・スマートフォン等によるイン
ターネット利用などに関する説明会・研修等を企画 。実施します。  ,
② 地域との連携
児童生徒が日頃から、より多くの大人と開わることにより、社会性の育成やいじ

めの未然防止、早期発見につながる場合もあることから、児童生徒に対して、地域

行事等への参加・参画を促すことも有効です。
ア 学校基本方針やいじめの防止等に関する取組を、学校だよりや地域における会議
等で説明し、紹介することを通じて広報・啓発を図ります。

|

イ 地域青少年育成会議と連携し、児童生徒が地域に関わる機会の充実を図ります。

(5)関係機関との連携                          ｀

いじめを防止したり早期解決を図つたりするために、」AST、 すこやかなくらし

支援室等の行政機関、児童相談所、警察署等と積極的に連携して対応します。

第 4 重大事態への対処

いじめの重大事態については、「いじめの防止等のための基本的な方針」「いじめの重

大事態の調査に関するガイドライン」 (平成 29年 3月 文部科学省)を基に、適切に対応
します。

学校及び教育委員会の調査        ,
以下の重大事態が発生した場合、学校は、ネ刀期調査を行います。

加えて、専門委員会において、事実関係を明確にするための調査を実施します。た

だし、下の日)ウに該当する場合は、専門委員会の調査に先立づて、教育委員会が学

校と連携して調査します。

じめのあった学級には多くの教員が関わり、児童生徒の声に耳を傾けるようにします。

工 被害者や加害者のプライバシーの保護からも、騒ぎ立てることや話を不用意に広
めることのないよう、節度ある行動をするよう指導します。

(4)家庭や地域、関係機関との連携    、
① 家庭との連携
社会全体で児童生徒を見守り、健やかな成長を促すためには、学校関係者と地域、

家庭との連携が必要です。児童生徒の教育について第一義的責任を負うのは保護者

であり、いじめを許さないなどの規範意識を養うための増導をより適切に行うため

には、家庭との連携強化が重要です。

ア 学校基本方針なとについて、学校だよりなどで説明し、いけめ問題解決の重要性
の認識を広めると共に、家庭と緊密に連携します。            

‐

イ PTAと の共催により、いじめの理解や携帯電話・スマートフォン等によるイン
ターネット利用などに関する説明会・研修等を企画・実施します。

② 地域との連携
児童生徒が日頃から、より多くの大人と関わることにより、社会性の育成やいじ

｀ めの未然防止、早期発見につ、ながる場合もあることから、児童生徒に対して、地域
行事等への参加・参画を促すこども有効です。

ア 学校基本方針やいじめの防止等に関する取組を、学校だよりや地域における会議
等で説明し、紹介することを通じて広報・啓寿を図ります。

イ 地域青少年育成会議と連携し、児童生徒が地域に関わる機会の充実を図ります。

(5)関係機関との連携
いじめを防止したり早期解決を図つたりするために、」AST、 すこやかなくらし

支援室等の行政機関、児童相談所、警察署等と積極的に連携して対応します。

第 4イ 重大事態への対処

学校及び教育委員会の調査

以下の重大事態が発生した場合、学校は、初期調査を行います。

加えて、専門委員会において、事実関係を明確にするための調査を実施します。た

だし、下の (1)ウに該当する場合は、専門委員会の調査に先立って、教育委員会が学

校と連携して調査します。
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ギ誦杏テ父1夕に、重大

事態ではないとい

う判断しないこと

(国 )

(1)重大事態
① 重大事態の意味
ア いじめにより児童生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがある

と認められる場合
。自殺を企図した場合

・身体に重大な傷害を負つた場合

・金品等に重大な被害を被った場合

・精神性の疾患を発症した場合

など、児童生徒の状況に着目して判断する。

イ いじめにより本日当の期間、学校を欠席することを余儀なくされている場合
「相当の理問」たついては、不登校の定義を踏まえ、年間 30日 を目安としま

すが、日数のみで判断せず、事案や被害児童生徒の状況を十分考慮してコ断しま

す。                   :
ウ その他の場合
児童生徒や保護者から、いじめられていて重大事態に至ったという申立下があ

ったときは、その時点で学校が「いじめの結果ではない」あるいは
「重大事態と

はいえない」と考えたとしても、重大事態が発生したものとして報告・調査に当

たります。               _

いと判断しません。

② 重大事態の報告
重大事態が発生した場合、学校は、情報を迅速に収集、整理し、いじめの概要

を把握するとともに、その概要を速やかに教育委員会に報告します。

教育委員会は、学校から報告を受けた後、事実関係を整理して市長に報告しま

す。

(2)乙
r量夫曇醒幕発生した場合には、学校は直ちに麹期調査を実施し(その結暴を教

育委員会に報告します。

② 初期調査は、以下の事項に留意して行います。
ア 重大事態に至る要因となったいじめ行為が、いつ (いつ頃から)、 詳から行
われ、どのような態様であつたか、いじめを生んだ背景・≡情や児童生徒の人′
  間関係にどのような問題があつたか、学校・教職員がどのように対応したかな
どの事実関係を調査し、明確にします。       _
イ 調査に当たつては、いじめを受けた児童生徒や情報を提供した児童生徒を守
ることを最優先します。           

▼

ウ 質問紙調査の実施により得られた結果については、いじめを受けた児童生徒

(1)重大事態
① 重大事態の意味
ア いじめにより児童生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがある
と認められる場合

・自殺を企図した場合

・身体に重大な傷害を負つた場合              .
・金品等に重大な被害を被った場合                  ‐

・精神性の疾患を発症した場合

など、児童生徒の妹況に着目して判断する。

ィ いじめにより相当の期間、学校を欠席することを余儀なくされている場合
「相当の期間」については、不登校の定義を踏まえ、年間 30白 を目安としま

すが、日数のみで判断せず、事案や被害児童生徒の状況を十分考慮して判断しま

す。                     ´

ウ その他の場合
児童生徒や保護者から、いじめられていて重大事態に至ったという申立てがあ″

ったときは、その時点で学校が「いじめの結果ではない」あるいは「重大事態と

はいえない」と考えたとしても、重大事態が発生したものとして報告
。調査に当

たります。

② 重大事態の報告                           コ

重大事態が発生した場合、
‐
学校は、情報を迅速に収集、整理し、いじめの概要

を把握するとともに、その概要を速やかに教育委員会に報告します。

教育委員会は、学校から報告を受けた後、事実関係を整理して市長に報告しま

す。     .                  ´

(2)学校による調査
① 重大事態が発生した場合には、学校は直ちに初デ胡調査を実施し、その結果を教
育委員会に報告します。

② 初期調査は、以下の事項に留意して行います。
ア 重大事態に至る要因となったいじめ行為が、いつ (いつ頃から)、 誰々らゝ行
われ、どのような態様であつたか、いじめを生んだ背景・事情や児童生徒の人

間関係にどのような問題があつたか、学校・教職員がどのょうに対応したかな

どの事実関係を調査し、明確にします。

イ 調査に当たっては、いじめを受けた児童生徒や情報を提供した児童生徒を守
ることを最優先します。

ウ 質問紙調査の実施により得られた結果については、いじめを受けた児童生徒
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又はその保護者に提供する場合がある

護者に説明する等の措置をとります。

ことを、調査対象となる在校生やその保

工 因果関係の特定を急がず、客観的な事実関係を速やかに調査します。
オ 民事・刑事上の責任追及やその他の争訟等への対応を直接の目的とするもの

墓伝雫1薬惹確竜罷ち程弓等
や同種の言態の発与防止を図るものであるとの認

力 いじめを受けた児童生徒からの聴き取りにおいては、事情や心情を十分に聴
き取ります。

キ いじめを受けた児童生徒からの聴き取りが不可能な場合 (いじめを受けた児
童生徒の入院や死亡などの場合)は、当該児童生徒の保護者の要望・意見を十
分に聴取し、迅速に当該保護者と調査にっいて協議してから着手します。

(3)上越市いじめ防止等対策専門委員会による調査
① 教育委員会は、学校における重大事態の初期調査結果を専門委員会に速やかに
伝えます。

② 専門委員会は、速やかに調査を開始し、その結果を教育委員会に報告します。
③ 教育委員会は、専門委員会による調査結果を市長に報告します。
その際、いじめを受けた児童生徒又はその保護者が希望する場合には、教育委員

会は当該児童生徒又はその保護者の所見の提供を受け 調ゞ査結果に添えて市長に

報告します。

④ 学校は、専門委員会に対して積極的に資料を提供するとともに、調査結果を重
んじ、主体的に再発防止に取り組みます。

(4)調査結果の提供     ´
初期調査を実施する学校や、専門委員会から報告を受けた教育委員会は、以下に

留意し、調査結果をいじめを受けた児童生徒やその保護者に対して伝えます。

① 調査により明らかになった事実関係 (いじめ行為がいつ、誰から行われ、どの
ような態様であったか、学校がどのように対応したか)について、いじめを受け
た児童生徒やその保護者に対して、適時・適切な方法で説明します。

② 他の児童生徒のプライバシーの保護など、関係者の個人情報に十分配慮し、適
'切 に提供します。ただし、いたずらに個人情報保護を理由に説明を怠るようなこ
とがないよう留意します。

(5)重大事態への対処の留意事項
① 教育委員会は、必要かうやむを得ない場合には、当該児童生徒を一時的に学校
内の別室または、教育委員会内に設置している適応相談室等で学習させたりする

など、必要な措置を講じます。また、緊急避難措置として児童生徒や保護者から

申し出があつた場合、他の学校への転学等の措置を行います。さらに必要に応じ

て、いじめを行った児童生徒の保護者に対して、当該児童生徒の出席停上を命じ

又はその保護者に提供する場合があることを、調査対象となる在校生やその保
護者に説明する等の措置をとります。

工 因果関係め特定を急がず、客観的な事実関係を速やかに調査します。
オ 民事・刑事上の責任追及やその他の争訟等への対応を直接の目的とするもの
ではなく、当該事態への対処や同種の事態の発生防止を図るものであるとの認

識の下、調査に当たります。

力 いじめ々 受けた児童生徒からの聴き取りにおいては、事情や心情を十分に聴
き取ります。

キ いじめを受けた児童生徒からの聴き取りが不可能な場合 (いじめを受けた児
童生徒の入院や死亡などの場合)lま、章該児童生徒の保護者の要望・意見を十

分に聴取し、迅速に当該保護者と調査について協議してから着手します。

(3)上越市いじめ防止等対策専門委員会による調査
① 教育委員会は、学校における重大事態の初期調査結果を専門委員会に速やかに
伝えます。

② 専門委員会は、速やかに調査を開始し、その結果を教育委員会に報告します。
③ 教育委員会は、専門委員会による調査結果を市長に報告します。
その際、いじめを受けた児童生徒又はその保護者が希望する場合には、教育委員

会は当該児童生徒又はその保護者の所見の提供を受け、調査結果に添えて市長に
報告します。

,④  学校は、専門委員会に対して積極的に資料を提供するとともに、調査結果を重
んじ、主体的に再発防止に取り組みます。

(4)調査結果の提供           ′
初期調査を実施する学校や、専門委員会から報告を受けた教育委員会は、以下に

留意し、調査結果をいじめを受けた児童生徒やその保護者に対して伝えます。

① 調査により明らかになった事実関係 (いじめ行為がいつ、誰から行われ、どの
ような態様であったか、学校がどのように対応したか)について、いじめを受け

た児童生徒やその保護者に対して、適時・適切な方法で説明します。

② 他の児童生徒のプライバシすの保護など、関係者の個人情報に十分酉己慮し、適
切に提供します。ただし、いたずらに個人情報保護を理由に説明を怠るようなこ

とがないよう留意します。

(‐5)重大事態への対処の留意事項                 ・

① 教育委員会は、必要かつやむを得ない場合には、当該児童生徒を一時的に学校
内の別室または、教育委員会内に設置している適応相談室等で学習させたりする

など、必要な措置を講じます。また、緊急避難措置として児童生徒や保護者から

申し出があつた場合、他の学校への転学等の措置を行います。さらに必要に応じ

て、いじめを行った児童生徒の保護者に対して、当該児童生徒の出席停止を命じ
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ます。

② 学校は児童生徒や保護者等に不安や動揺が広がつたり、風評等が流れたりしな
いよう、児童生徒や保護者への心のケアと落ち着いた学校生活を取り戻すための

支援に努めるとともに、正確な事実に基づいた情報発信や個人のプライバシーに

配慮します。

③ 児童生徒の自殺という事態が起こった場合の訓査9在り方については、遺族の
心情に十分配慮しながら、亡くなった児童生徒の尊厳を保持しつつ、その死に

本土

った経過を検証し、再発防止策を講じることを目指し、調査を行います。

2 市長による再調査及び措置
(1)上越市いじめ問題再調査委員会が行う調査及び報告
① 法第 28条第1項の規定による調査結果の報告を受けた市長は、当該報告に係
る重大事態への対処が不十分又は、当該重大事態と同種の事態の発生の防止のた

め必要があると認めるときiは、同調査の結果を再調査委員会において調査 (以下

「再調査」という。)します。    ,
② 再調査委員会は、再調査の結果を市長に報告します。
また、市長は再調査の結果を上越市議会に報告します。その際、報告内容につ

いては、個人のプライバシーに対して必要な配慮を行うものとします。

なお、再調査についても、初期調査等と同様に、いじめを受けた児事生徒及び

その保護者に対して、情報を適切に提供する責任があるものと認識し、適時・適

切な方法で、調査の進捗状況及び調査結果等を説明します。

(2)再調査の結果を踏まえた措置等
① 市長及び教育委員会は、再調査の結果を踏まえ、自らの権限及び責任において、
当該調査に係る重大事態への対処又は、当該重大事態と同種の事態の発生の防止

のために必要な措置を講じます。

② 上記の「必要な措置」としては、教育委員会においては、例えば、指導主事等
の派遣による重点的な支援、生徒指導に専任的に取り組む教職員の配置など人的

体制の強化、心理や福祉の専門家、教員・警察官経験者など外部専門家の追力日配

置等を検討するものとし、市長部局においては、必要な予算の確保や児童福祉や

青少年健全育成の観点からの措置等について検討します。

まヽす。

② 学校は児童生徒や保護者等に不安や動揺が広がったり、風評等が流れたりしな
いよう、児童生徒や保護者への心のケアと落ち着いた学校生活を取り戻す々めの

支援に努めるとともに、正確な事実に基づいた情報発信や個人のプライバシーに

配慮します。

③ 児童生徒の自殺という事態がlここつた場合の調査の在り方については、遺族の
心情に十分配慮しながら、亡くなった児童生徒の尊厳を保持しつつ、その死に至

った経過を検証し、再発防止策を講じることを目指し、調査を行います。

2 市長による再調査及び措置
(1)上越市いじめ問題再調査委員会が行う調査及び報告
① 法第 28条第 1項の規定による調査結果の報告を受けた市長は、当該報告に係
る重大事態への対処が不十分又は、当該重大事態と同種の事態の発生の防止のた

め必要があると認めるときは、国調査の結果を再調套委員会において調査 (以下

「再調査」という。)します。

② 再調査委員会は、再調査の結果を市長に報告します。   ‐  !
また、市長は再調査の結果を上越市議会に報告します。その際、報告内容につ

いては、個人のプライバジーに対して必要な配慮を行ラ|のとします。

なお、再調査についても、初期調査等と同様に、いじめを受けた児童生徒及び

その保護者に対して、情報を適切に提供する責任があるものと認識し、適時
・適

切な方法で、調査の進捗状況及び調査結果等を説明します。

(2)再調査の結果を踏まえた措置等
① 市長及び教育委員会は、再調査の結果を踏まえ、自らの権限及び責任において、
当該調査に係る重大事態への対処又は、当該重大事態と同種の事態の発生の防止

のために必要な措置を講じます。

② 、上記あ「必要な措置」としては、教育委員会においては、例えば、指導主事等

の派遣による重点的な支援、生徒指導に専任的に取り組む教職員の配置など人的

体制の強化、心理や福祉の専門家、教員・警察官経験者など外部専F弓家の追加配

置等を検討するものとし、市長部局におヤゝては、必要な予算の昨保や児童福祉や

青少年健全育成の観点からの措置等について検討します。
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*平成 26年から平

成 29年 のいじめ

の実態とその背景 ―

を資料として掲載

重

資料 上越市の t じヽめ の 実能 μその昔 暑

た。

1 小学校高学年での認知数の増加
ヽ

*認知件数はいじめの定義に基づいています。したがって、「ごく初期段階のいじ
め」「好意から行ったが意図せず相手を傷つけた場合」等もいじめとして認知し

ています。いじめの認知件数が多いことは、
.奉
寛JI識員の目が行き属いている証だと

もいえます。

認知件数は、高学年になるにしたがって増加しています。この背景には、思春期特

有の心身の不安定さに加えて、学習内容が難しくなることや高学年としての責任を果

力芦ぬレ十胸ίゴナ父島ナ父いこ′々隼寿ストレス′́威 Iう、子の与士し十日
'´

Iッ Tし、じム 痺 行 為 >

があると考えられます。また、道徳性や規範意識などが不十分であり、自己中心的に

他者を攻撃したり社会規範を逸脱したりする場合もあると考えられます。

自尊感情を育てるために、高学年としての活躍を期待することは悪いことではあり

ませんが、児童を前面に出しながらも教員がその脇に寄り添い、丁寧に指導、評価し

て成就感を味わわせるととが望まれます。また、人権教育、同和教育、道徳教育、特

別活動において、道徳性や規範意識をしっかりと育むことが必要です。

2 中 1におけるいじめの認知数の増加

や生活環境の大きな変化が考えられます。 1年生は、中学校に入り、授業や郡活動等

で学校生活が大きく変わります。学校によっては、小規模の小学校から大規模の中学

校に入学するなど、出身小学校の異なる生徒とともに学校生活を送る学校もありま

す。

小学校の段階で、中学校に適応できる力を意図的、計画的に身に付けさせることが

望まれます。まだ、中学校では、小学校の児童の様子を観察したり、教員同士で情報

交換したりしながら、具体的にどのような体制で受け入れるか、検討したり、工夫し

たりすることが望まれます。小中の 9年間を見通した教育の取組が重要になってきます。

3  月男‖の認装□数で「童、 Z率ナト!数 ts月 -7月 _ 9月～ 1 1月

6年生

35,0件

5年生

36.8件

4年生

27.8件

3年生

22件

1年生 1 2年生
19.8件 117.8件

墾

件数

3年生

12.0件

2年生

29.5件

1年生

47.3件

坐

件数
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の

せ

～1`2月 の時期にやや多く認知されています。

5～ 7月 に多く認知されている背景としては、その時期は、新たな環境に適応してい

く 4 日歩解 了 、徐 々 t『々ガちができ、暉蓄4作一 人一人の梓れ宮`が差出し、集回の中で

の自分の立ち位置を模索し合う時期であることが考えられます。このような時期に

は、児童生徒の観察を複数の目で行うとともに、各種アンケートなど児童生徒から情

報を収集して、話を聞いたり相談に乗ったりすることが必要です。

9月 ～12月 については、多くの学年、学校行事が行われる時期であることが挙げら

れます。遠足や野外活動、文化祭、合唱祭など、友人と協力して課題を解決する機会

が多くありますが、その際、規範意識や人間関係をつくる方、友人と協力して取り組

もうとする態度などの社会性が身に付いていない児童生徒は、自分が仲間から当てに

されていないと感じて投げやりな態度になったり、他を攻撃したりして、トラブルを

迅こすことがあります。
h滋 帝片ムr.キ ー 去 r卜 を Mユ アヽ

'xふ
ヾた 手、  を に‐莉 ,,上ゝユ辞 ス _ぃ 入

一人の様子を観察し、行事の意義を確認させるとともに、児童生徒それぞれに声をか

けて励ますことが必要です。

とぃζ蛤ゃか臥勘坤、晶制
も努く 4年間の平均で 62.0件、次いで「嫌なこと、危険なこと等をされる」が

35. 件、「仲間はずし,集団での 117_6%、 「軽くぶっかられたりH口かれたりす

ス Iバ lR q枠 で す ^二 ょ ぅ ル Iッナ‐ケ シ カ 、 冗 談 の 言 い 合 い 、 じ ゃ れ 合 い な ど と 、 い

じめの区別が難しく、やつている方も悪意がほとんどない場合も考えられます。

叩かれたりからかわれたりする児童生徒をよく観察し、必ず個別に話を聞くことが大

切です。

5 いじめ認知のきつかけ
いじめ認知のきつかけは、小学校では当該児童の保護者からの訴えが最も多く、4

年間の平均で 54.3件、次いで本人からの訴えが 34,8件 (他の児童からの`情報が 22.0

イ牛ヽ 学締相イ手が率印が 11_R件 ど́なっています。

中学校では、本人からの訴えが最も多く 2償 5件、次いで当該生徒の保護者からの

訴えが21.0体 他の生徒からの訴えが 12.8件、学級担任以外の教員が発見が 12.8件

となっています。

陛

8.3件

4.3件

月

2月

3月

件数

13.9件

■,1件

5,5件

月

H月
12月

1月

件数

13.0件

14.5件

13.0件

7月

9月

10月

月件数

8.9件

12,8件

18.4件

4月

5月

6月

月
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このことから、当市では、_当該児童生徒やその保護者が積極的に発信することで、

者の訴えで挙がってきたということは、教職員がいじめを認知する前に挙がってき
,,_h,■ _′メrふぐ弦 _■_百 疑

性があ:り ます。教職員はこのことを自覚し、いじめに対する感性を研ぎ澄ませ、意

識して一人一人の児童生徒Ω撞王と観察しと各事案に丁寧に対応することが望まれ

ます。
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